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するため、2013 年に農林水産省は水産物、青果物、加工食品など 8 品目を輸出重点品目と
し、それぞれの品目ごとに市場の拡大が見込まれる国を重点国・地域に定め、輸出環境の
整備や商流の拡大を図り、2020 年までに農林水産物・食品の輸出額を 1 兆円規模へ拡大す
ることを目標とした、「農林水産物・食品の国別・品目別輸出戦略」を公表した [2]。 
また 2017 年 1 月にアメリカが TPP 協定からの離脱宣言をしたことを受け、同年 11 月に







わかる。また、北海道からの食品輸出額は 2015 年に 773 億円と過去最高額を記録し、その
後も高水準であることから[5]、北海道は「農林水産物・食品の国別・品目別輸出戦略」に
おいて重要な都道府県であると言える。そして北海道の食品輸出相手国は輸出額全体の
76%を中国、台湾、香港、韓国が占めており、次いで ASEAN 諸国が 12%、欧米が 11%という
内訳となっている。 
2015 年～2020 年の経済成長の見通しで中国に次いで経済成長率が高い、ベトナムやブ



















































































 特に製造業は全国 18.5%に対し、北海道 8.6%と低い割合になっており、また政府サービ




















表 2.1 北海道と全国の産業別総生産（名目）の構成と構成比 





出所：北海道庁「平成 27 年度 道民経済計算確報 統計表」[13], 
内閣府「2017 年度国民経済計算」[14] より作成 






実額 構成比 実額 構成比
全産業 184,822 100.0 4,869,388 100.0
第1次産業 7,493 4.1 56,660 1.2
　　①農業 5,527 3.0 47,722 1.0
　　②水産業 1,708 0.9 7,138 0.1
　　③林業 258 0.1 1,800 0.0
第1次産業 7,493 4.1 56,660 1.2
第2次産業 31,258 16.9 1,200,548 24.7









北海道では全国の約 4 分の 1 を占める耕地面積を生かして、専業農家を主体とし、稲作、
畑作、酪農などが展開されている。図 2.3 に平成 22 年から平成 29 年までの北海道の農業
産出額および全国比の推移を示した。なお、ここでの産出額とは中間生産物の総額と最終
生産物の総額（総生産額）の合計のことを意味する。北海道の農業産出額は平成 23 年に 1
兆円を超え、年々増加傾向にある。また全国比でも 10.0%以上を占めており、これは全国
的にも高い割合を占めている。また、表 2.2 に平成 25 年から平成 29 年までの農業産出額




















表 2.2  農業産出額都道府県別順位（平成 25 年～平成 29 年） 
                       単位：億円 
 
出所：農林水産省「平成 29 年農業産出額及び生産農業所得（都道府県別）」[15]より作成 
 
 次に、表 2.3 に北海道とその他都府県の農家の比較を示す。1 戸当たり経営耕地面積は





い。また販売農家数（経営耕地面積 30ａ以上または農産物販売金額が年間 50 万円以上の
農家数）に占める主業農家数（農業所得が農家所得の 50%以上で、１年間に 60 日以上自営
















































































本項では 2.1.2 項と同様に第一次産業のうちの水産業について述べる。 
図 2.4 には全国と北海道の水産業生産量と北海道の水産業産出額の推移を示した。北海道
の漁業算出額はほぼ横ばいで推移しているが、平成 24 年以降は増加傾向であり平成 27 年
には過去 10 年間で最も高い産出額を出している。水産業の生産量は全国、北海道ともに
減少している。北海道の生産量の全国比は平成 23 年には 27.6%だったのに対し、平成 28
年には 20.0%まで減少しているのが現状である。また、表 2.4 では水産業産出額上位都道






図 2.4 全国と北海道の水産業生産量と北海道の水産業産出額の推移 
 
表 2.4 水産業産出額都道府県別順位（平成 24 年～平成 28 年） 
                   単位：百万円 
 
出所：農林水産省「水産業産出額(平成 24 年～平成 28 年)」[4]より作成 











































































 表 2.5 に北海道の各港湾に寄港する外易コンテナの国際船舶航路を示す。航路は韓国、
中国および韓国、中国、北米航路が存在し、外易コンテナ船が寄港する北海道の港湾は 6
港である。1 週間に寄港する船舶が最も多い航路は中国および韓国航路であり、小樽港を




 そして表 2.6 には表 2.5 のアジア航路に限定し、航路の寄港地、便数、事業者を含めた
航路の詳細を示した。北海道以外の国内港湾への寄港も含む航路が多数あることがわかる。 
 





韓国 中国／韓国 中国 北米 合計
室蘭 1便／2週 1便／2週




石狩湾新港 1便／週 3便／週 4便／週









図 2.5 には北海道における外易コンテナの輸出量の推移を示しており、近年では平成 25
















図 2.5 北海道における外易コンテナ輸出量の推移 
 
                    単位：TEU 
 
出所：北海道運輸局「北海道の物流統計資料」[18]より作成 















 図 2.7 は新千歳空港からの国際線航路を示している。新千歳空港からはおよそ 10 ヶ国、
16 路線の航路が存在する。そしてこれ以外にも旭川空港と函館空港から台北への航路があ
































図 2.9 輸送モード別北海道からの移出貨物量の推移（※航空は暦年） 
 














出所：北海道運輸局「数字でみる北海道の運輸 平成 28 年版」[21]より作成 
図 2.10 北海道からの地域別移出貨物量の推移（船舶） 
 
 
出所：北海道運輸局「数字でみる北海道の運輸 平成 28 年版」[21]より作成 






出所：北海道運輸局「数字でみる北海道の運輸 平成 28 年版」[21]より作成 



















いては対象としない。以上より、図 3.1 に本章で対象とする輸送範囲を示す。 
 
 



















 以上より表 3.1 に北海道からの船舶輸送の発着地をまとめた。 
 




































図 3.2 アジア主要港からの距離別の 40ft コンテナ 1 本にかかる輸送運賃 
（2012 年度～2015 年度） 
 







 図 3.2 の散布図を作成した際のデータを用いて回帰分析を行い、結果を表 3.2 に示す。













表 3.2 回帰分析結果 
 
 次に、表 3.3 には 2017 年から 2018 年の 2 年間における国内発主要外易コンテナ航路の
20ft コンテナと 40ft コンテナの平均運賃をまとめた [24]。輸出国のアジア地域ごとに同表
の比の値を用いて 20ft ドライコンテナの輸送運賃の算出を行う。 
 さらに、参考文献[25]の北海道開発局による北海道から東アジアへの生鮮品輸送の事例
のまとめにはリーファーコンテナはドライコンテナのおよそ 1.8 倍の運賃がかかるとまと
められている。よって、リーファーコンテナとドライコンテナの運賃比を 1.8 と設定する。 
 また「外貨」を「円」に交換するとき為替レートとして 2018 年の年間平均 109.43 を用
いる。 
 
表 3.3 2 年間の主要航路における 20ft・40ft ドライコンテナ運賃の平均 
（2017 年～2018 年） 
                               単位：ドル 
 




𝐶𝑑 = 0.456901 × 𝑁 + 94.98136  -------- (1) 












係数 標準誤差 t P-値
N:港湾間距離 0.456901 0.027805 16.43256 2.76E-32
航路 20ft 40ft 比の値(20ft/40ft)
東アジア(横浜→香港) 561.25 812.92 0.69
東南アジア(横浜→レムチャバン) 483.75 777.92 0.62




 3.2.2 項にて定式化した式を用いて、図 3.3 に現行の苫小牧港からの外易コンテナ輸送
にかかる着港湾別の輸送運賃を表す。韓国の釜山、蔚山、光陽までの運賃は 7 万円以下と
なり、中国の 6 つの港湾では 8 万円を超える運賃となった。この運賃の差は苫小牧港から
各港湾までの距離が中国の港湾に比べて韓国の方が短いことが影響している。また、苫小
牧港からコンテナ 1 本を輸送する運賃で 10 万円を超える輸送がないことがわかった。 
 
 


















 また新千歳空港からの直行便としては 10 ヶ国、16 空港に出ており、その中から東・東
南アジアへの航路に絞り着地を選定する。韓国と中国にはそれぞれ 5 空港ずつ、台湾とタ
イには 2 空港、そして香港とマレーシア、シンガポール、フィリピンには 1 空港ずつ新千
歳空港発の便が存在している。 
 以上より表 3.4 に北海道からの航空輸送の発着地をまとめる。 
 
表 3.4 航空輸送の発着地 



































 2011 年より国際航空運送協会(IATA)による IATA 運賃が廃止され、航空会社ごとの運賃
が設定されるようになった。参考文献[27]より日本発の着地域ごとの賃率を確認すること




容積が 6,000cm3 を超える場合は容積を 6,000 cm3 で割った容積重量(単位：kgs)と実重量
のどちらか大きい方が適用される。また、賃率は重量（容積の場合は換算した重量）が増
えるごとに単価が安くなる。 











出所：MSC Global Container Shipping Company「荷詰めガイド」[29]より引用 
図 3.4 適切に荷積みされたリーファーコンテナ 
 
表 3.5 コンテナと輸送貨物の詳細 
 
長さ 548.6cm 長さ 498.6cm
幅 227.0cm 幅 227.0cm














全てで 3 百万円を超える輸送運賃であった。 
 
 
図 3.5 新千歳空港からの着空港別、貨物輸送運賃（韓国・台湾） 
 
 



















する。また 3 章同様に、農水産物の輸出にかかる運賃として 20ft リーファーコンテナ 1 本
を輸出した場合にかかる運賃を検討する。 
以下、図 4.1 に国際複合一貫輸送における対象輸送範囲を示す。 
 
 










































た輸出国を韓国・台湾、中国、東南・南アジアの 3 つの地域に区分する。 
 表 4.1 に国内港湾ごとの航路で寄港する輸出国港湾をまとめた。 
 28 
 












 以下、図 4.2 に本研究における国際複合一貫輸送の概略図を示す。 






























































































































































図 4.3 東京―韓国・台湾ルートの運賃 
 
 




図 4.5 北九州―韓国・台湾ルートの運賃 
 
 





























図 4.7 東京―中国ルートの運賃 
 
 




図 4.9 北九州―中国ルートの運賃 
 
 











図 4.11 から図 4.14 は東南・南アジアへの運賃をルートごとに図示したものである。 
 
 
図 4.11 東京―東南・南アジアルートの運賃 
 
 




図 4.13 北九州―東南・南アジアルートの運賃 
 
 


























港湾で 20ft コンテナに貨物を積み替えた場合の輸送を検討する。 
 本来、JR 貨物が輸送する代表的なコンテナは 12ft コンテナであり、現在 JR 貨物に登録
されている私有コンテナも 12ft コンテナが最も多い[30]。また、JR 貨物も 12ft であれば
リーファーコンテナをいくつか保有している。そして 12ft コンテナでの輸送を行う場合
は、運賃計算トン数は 5 トンとなる。 




山へは 2,205 円、光陽へは 2,759 円、台中へは 2,423 円それぞれ運賃が安価になっている。 
また、図 5.3 には 20ft リーファーコンテナを用いた場合の東京ルートおよび博多ルー
トの中国への国際複合一貫輸送の輸送運賃、図 5.4 にはルートの設定は同じで、12ft リー
ファーコンテナを用いた場合の輸送運賃をそれぞれ示した。韓国・台湾への輸出と同じく、

































 [12ft リーファーコンテナ使用に伴い、実施、検討すべき項目] 
・輸送量を 12ft リーファーコンテナの最大積載量に合わすことによる輸送量の調整 
・20ft リーファーコンテナの留置場所（20ft リーファーコンテナを使用する区間は国内
港湾からになるため） 








 2017 年 7 月に日本航空株式会社（以下、JAL）、株式会社農業総合研究所、株式会社世界
市場の 3 社が地方発農産物の取引拡大と日本の農産物の世界への輸出拡大を促進すること
で、ビジネスとして魅力ある農業の確立や地域の活性化に貢献することを目的とし、連携













 以下、図 5.5 は本研究で用いる保冷コンテナの概要図、また表 5.1 には保冷コンテナと
段ボールの大きさや重さ、貨物詳細を表す。なお、段ボール 1 箱の情報は株式会社なまら
十勝野への調査から得た。今回用いる保冷コンテナには段ボール 40 箱積み込むことがで
きるため、容積は 1,989,400cm3、重量は 480kg となる。そして容積重量 331kgs よりも重






出所：JAL CARGO「ULD（UNIT LOAD DEVICES）」[32]より引用 





表 5.1 保冷コンテナ、段ボール、貨物の詳細 
 
出所：JAL CARGO「ULD（UNIT LOAD DEVICES）」[32] 
株式会社なまら十勝野への調査より作成 
 
















長さ 137cm 長さ 49cm 段ボール個数 40箱
幅 142cm 幅 29cm 容積 1,989,400cm3
高さ 147cm 高さ 35cm 容積重量 331kgs











 本節で対象とする輸出農産物はスイートコーンであり、貯蔵限界期間は 5～8 日である




スイートコーンの貯蔵期間を考えると、C と D の国際複合一貫輸送による輸送の可能性が
あるが、どちらの輸送も 4 日～10 日と幅があるため、輸送時間が最も短い鉄道輸送と外易
コンテナ輸送を上手くスケジューリングする必要がある。また、迅速なコンテナからの荷
卸しや消費地への配送も行う必要がある。これらが的確に行えることが前提であった場合、

































5.3 ASEAN 諸国への輸出 
 





 本章において輸出を検討する農水産物を定め、表 5.3 に各品目の貯蔵限界期間をまとめ
た。なお表 5.3 の 8 品目は現在、北海道からの輸出量・額ともに上位にある [5]。そして貯
蔵限界期間は野菜と果実においては適切な温度・湿度で貯蔵された場合にどのくらい貯蔵
が可能かを表している[33]。水産物では鮮度を判定する指標として魚肉の ATP の分解の程度
で示される K 値があり、分解の程度が低いほど K 値は低く、魚の鮮度が良いということに
なる。刺身などの生食には K 値 20%以下が望ましいとされていることから、輸送日数はも
ちろんその生食限界期間以内でなければならない。従来の研究において貯蔵日数と K 値の
関係がまとめられており[34]、各品目 K 値 20%の貯蔵日数を表 5.1 においての貯蔵限界期間
とした。 
 





5.3.2 ASEAN 諸国への輸出可能性検討 






















送の運賃の算出に際して、20ft コンテナと 40ft コンテナの輸送運賃の比の値は東南アジ
ア航路の 0.62 を用いる。 
なお、国際複合一貫輸送の鉄道輸送にかかる輸送時間は平成 30 年 3 月ダイヤ改正後の
札幌貨物ターミナル駅から本州行きの時刻表をもとに着貨物駅までの最短時間の路線によ




表 5.4 札幌貨物ターミナルから東京貨物ターミナルまでの輸送時間 
 
 



































































図 5.7 輸送モードごとの運賃（タイへの輸出） 
 





































図 5.8 輸送モードごとの運賃（マレーシアへの輸出） 
 
表 5.8 各輸送モード詳細と輸送日数（マレーシアへの輸出） 
 
 




























図 5.9 輸送モードごとの運賃（シンガポールへの輸出） 
 
表 5.9 各輸送モード詳細と輸送日数（シンガポールへの輸出） 
 
 






























図 5.10 輸送モードごとの運賃（フィリピンへの輸出） 
 
表 5.10 各輸送モード詳細と輸送日数（フィリピンへの輸出） 
  
 
ながいもとメロンの場合 B～D の輸送モードは十分に用いることができる。ねぎは B と C
の輸送モードを用いることができるが、最適な輸送スケジュールを組み、効率的な輸送を
行う必要がある。にんじんとかぼちゃは貯蔵可能期間が長いため、どの輸送モードでも輸








































 図 5.11 にはある二地点間において 3 経路が存在している場合の犠牲量モデル概念図を
示す。図中の縦軸は犠牲量、横軸は貨物の時間価値であり、また横軸より下側は確率密度
との関係を示す。 
 荷主は、貨物の時間価値がα12 までは犠牲量が最も小さくなる輸送経路 C1 を選択し、
時間価値がα12 からα23 までは輸送経路 C2 を、そして、時間価値がα23 以上の場合は輸





























 ここで、輸送モードごとの輸送運賃・時間は表 5.2 で表した通りである。そして、農水
産物の時間価値が参考文献[36]で推定された 589.744（円/h-トン）の場合の輸送モードご
との犠牲量を図 5.12 に、また参考文献[37]で推定された 11,850（円/h-トン）の場合の輸
送モードごとの犠牲量を図 5.13 に表した。時間価値が 589.744（円/h-トン）のとき、輸
送モード B は輸送モード E、F よりも安価になり、輸送モード A は依然として最も高価で
ある。そして時間価値が 11,850（円/h-トン）のとき、輸送モード A、B は他の 4 つの輸送
モードよりも安価になった。 
 


































図 5.12 輸送モードごとの犠牲量（時間価値：589.744 円/h-トン） 
 
 































































・RORO 船を活用しての 20ft リーファーコンテナ輸出 
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